
衆
議
院
が
解
散
さ
れ
た
１
月
２
３
日

に
政
府
は
、
外
国
人
政
策
の
方
向
性
を
示

す
、
「
外
国
人
の
受
入
れ
・
秩
序
あ
る
共

生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
」
を
新
た
に

取
り
ま
と
め
た
。
高
市
首
相
は
、
一
部
の

外
国
人
に
よ
る
違
法
行
為
や
ル
ー
ル
か
ら

の
逸
脱
に
対
し
、
「
排
外
主
義
と
は
一
線

を
画
し
つ
つ
も
、
毅
然
と
対
応
す
る
」
と

繰
り
返
し
述
べ
て
き
た
が
、
そ
の
意
思
を

具
体
的
な
政
策
と
し
て
形
に
し
た
こ
と
に

な
る
。

従
来
の
総
合
的
対
応
策
は
、
在
留
外
国

人
に
対
す
る
生
活
支
援
や
日
本
語
教
育
な

ど
、
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
政
策
が

全
体
の
８
割
程
度
を
占
め
て
い
た
。
今
回

は
こ
れ
を
大
幅
に
書
き
直
し
て
、
在
留
管

理
の
強
化
・
適
正
化
に
係
る
政
策
が
大
き

く
厚
み
を
増
し
た
。
政
府
関
係
者
に
よ
る

と
、
政
策
の
内
容
は
、
「
秩
序
６
割
・
共

生
４
割
」
に
な
っ
た
と
い
う
。

拡
充
さ
れ
た
「
秩
序
」
の
部
分
を
見
る

と
、
こ
れ
ま
で
な
か
っ
た
取
り
組
み
と
し

て
、
日
本
語
や
社
会
制
度
を
学
習
す
る
プ

ロ
グ
ラ
ム
を
創
設
す
る
方
針
が
示
さ
れ
て

い
る
。
外
国
人
が
日
本
社
会
に
溶
け
込
む

た
め
に
は
、
一
定
の
日
本
語
能
力
や
日
本

の
ル
ー
ル
・
社
会
規
範
に
対
す
る
理
解
が

必
要
で
あ
る
。
し
か
し
、
国
が
管
理
統
制

に
か
な
り
関
与
し
て
い
る
技
能
実
習
や
特

定
技
能
と
い
っ
た
在
留
資
格
を
除
け
ば
、

こ
う
し
た
領
域
の
対
応
は
基
本
的
に
「
地

方
任
せ
」
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
、
地

域
に
よ
っ
て
支
援
体
制
が
異
な
る
な
ど
問

題
点
も
指
摘
さ
れ
る
。
国
の
責
任
で
教
育

機
会
を
提
供
し
よ
う
と
い
う
今
回
の
学
習

プ
ロ
グ
ラ
ム
は
高
く
評
価
で
き
よ
う

一
方
で
「
共
生
」
の
部
分
に
つ
い
て
は
、

日
本
語
教
育
の
充
実
や
相
談
体
制
の
強
化

な
ど
、
基
本
政
策
に
従
来
の
政
策
を
ほ
ぼ

そ
の
ま
ま
踏
襲
し
て
い
る
。
ま
た
、
先
述

し
た
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
共
生
社
会
の

政
策
と
も
位
置
付
け
ら
れ
る
た
め
、
こ
こ

で
再
掲
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
総
合

的
対
策
は
「
共
生
」
の
た
め
の
土
台
と
な

る
「
秩
序
」
を
よ
り
重
視
し
た
建
付
け
・

内
容
と
な
っ
て
い
る
。

春
闘
開
始
、
経
団
連
、
連
合
ト
ッ
プ
会

談
。
２
０
２
６
年
労
使
交
渉
が
事
実
上
ス

タ
ー
ト
。
連
合
は
、
過
去
３
年
間
に
高
水

準
が
続
い
た
賃
上
げ
率
を
５
％
以
上
と
す

る
よ
う
求
め
て
い
る
。
、
業
績
改
善
が
伴

わ
ず
に
人
材
確
保
や
退
職
阻
止
を
目
的
に

賃
金
引
き
上
げ
を
迫
ら
れ
る
中
小
零
細
企

業
の
「
息
切
れ
」
も
表
面
化
し
て
お
り
、

大
企
業
と
の
格
差
是
正
が
課
題
で
あ
る
。

１
月
２
７
日
、
公
示
さ
れ
た
衆
議
院
選

挙
で
、
消
費
税
と
並
ぶ
争
点
と
し
て
浮
上

し
た
「
外
国
人
政
策
」
。
自
民
党
は
総
合

的
対
応
策
を
高
市
政
権
の
「
成
果
」
と
ア

ピ
ー
ル
す
る
の
で
は
な
い
か
と
見
る
向
き

も
あ
る
。
た
だ
、
中
長
期
的
に
外
国
人
を

ど
の
程
度
受
け
入
れ
て
い
く
か
と
い
っ
た

基
本
戦
略
ま
で
は
示
さ
れ
て
い
な
い
。
議

論
は
ま
だ
ま
だ
こ
れ
か
ら
で
あ
る
。

一
般
財
団
法
人
（
Ｎ
Ａ
Ｇ
Ｏ
Ｍ
ｉ
）

外
国
人
材
共
生
支
援
全
国
協
会

会
長

武
部

勤

悪
質
な
ブ
ロ
ー
カ
ー
や
団
体
を
断
固
と

し
て
排
除
し
、
外
国
人
材
を
適
切
に
育
成
・

指
導
・
保
護
・
支
援
す
る
「
良
貨
が
悪
貨

を
追
放
す
る
」
環
境
づ
く
り
の
活
動
を
続

け
て
５
年
に
な
り
ま
す
。
日
本
に
は
既
に

３
７
７
万
人
の
外
国
人
が
生
活
し
、
２
３

０
万
人
以
上
が
労
働
市
場
を
支
え
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
国
民
の
中
に
「
秩
序
・
治

安
へ
の
不
安
」
「
経
済
が
回
ら
な
く
な
る

持
続
可
能
性
へ
の
不
安
」
と
い
う
二
つ
の

不
安
と
外
国
人
の
人
権
を
同
時
に
守
る
制

度
基
盤
は
十
分
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
今
求

め
ら
れ
る
の
は
、
外
国
人
を
単
純
な
労
働

者
で
は
な
く
、
地
域
の
生
活
者
と
し
て
迎

え
入
れ
、
不
安
を
希
望
に
変
え
る
仕
組
み
、

そ
れ
と
同
時
に
「
解
決
す
る
」
制
度
基
盤

を
整
備
す
る
こ
と
で
す
。

高
市
政
権
は
、
人
口
減
少
と
労
働
力
不

足
が
深
刻
化
す
る
中
で
、
外
国
人
と
の

「
秩
序
あ
る
共
生
社
会
」
の
実
現
を
掲
げ
、

国
民
の
安
心
・
安
全
を
確
保
し
つ
つ
、
適

正
な
受
け
入
れ
と
共
生
を
総
合
的
に
進
め

る
こ
と
が
政
府
方
針
と
し
て
示
さ
れ
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
外
国
人
と
の
共
生
と
日
本

の
持
続
可
能
性
を
支
え
る
国
家
的
課
題
と

し
て
再
構
築
す
る
た
め
の
重
要
な
出
発
点

で
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
現
状
を
踏
ま
え
、
中
央
と
地

方
を
含
め
、
政
・
官
・
民
を
横
断
的
に
つ

な
ぐ
、
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
共
生
社
会
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
構
築
す
る
国
民
運
動
を
起
こ

す
チ
ャ
ン
ス
が
到
来
し
た
と
考
え
ま
す
。

国
民
の
安
心
・
安
全
と
外
国
人
の
人
権

を
同
時
に
守
り
、
ア
ジ
ア
の
安
定
と
日
本

の
持
続
的
成
長
の
た
め
の
国
家
モ
デ
ル
の

確
立
の
た
め
に
全
国
各
地
に
理
解
と
協
力

を
呼
び
か
け
て
ま
い
り
ま
す
。
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東
日
本
経
友
会
通
信

外
国
人
政
策
の
基
本
方
針

秩
序
あ
る
共
生
社
会
を
実
現

賃
上
げ
５
％
以
上
へ

消
費
税
と
並
ぶ
争
点
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